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　被災した家屋または償却資産に代わるものとして
取得した資産に対する固定資産税は次の特例措置が
受けられます。
【家屋】
内容　被災家屋の床面積相当分の固定資産税の税額

を、取得の翌年から４年度分を２分の１に減額
します。

対象者
　①被災家屋の所有者
　②被災家屋の所有者の相続人
　③�代替家屋に被災家屋の所有者と同居する三親等

内の親族　など
被災家屋の要件
　次の①、②の両方を満たすこと
　①�り災証明書の判定が「半壊」以上である住家ま

たは公費により解体された非住家の家屋
　②�被災家屋の取り壊しまたは売却などの処分がさ

れていること
代替家屋の要件
　①�被災家屋に代わるものとして取得した家屋（中

古含む）
　②被災家屋を改築したもの
※�改築とは、被災した部分を取り壊し、再構築（増築）
するものであり、修理は改築にはあたりません。

取得期限
　令和２年７月４日～令和７年３月31日
【償却資産】
　特例措置の対象となる資産の要件など
は、市ホームページを確認ください。

令和2年7月豪雨に係る被災代替資産に
対する固定資産税の特例

問合せ　資産税課　☎33-4108

　
固
定
資
産
税
は
、
毎
年
１
月
１
日
現
在
に
お
け
る

市
内
の
土
地
・
家
屋
・
償
却
資
産
の
所
有
者
に
課
税

さ
れ
る
地
方
税
で
す
。
５
月
上
旬
に
納
税
通
知
書
を

発
送
し
ま
す
。
５
月
、
７
月
、
11
月
、
１
月
の
各
末

日
が
納
期
限
で
す
。

　
家
屋
の
評
価
は
、
国
が
示
す
「
固
定
資
産
評
価
基

準
」
に
基
づ
き
行
い
ま
す
。
評
価
の
対
象
と
な
る
家

屋
と
同
一
の
も
の
を
、
評
価
時
点
で
そ
の
場
所
に
新

築
し
た
場
合
に
必
要
と
さ
れ
る
建
築
費
「
再
建
築
価

格
」
を
算
出
し
、
こ
れ
を
基
準
と
し
ま
す
。
こ
の
基

準
の
価
格
を
新
築
時
か
ら
経
過
年
数
に
応
じ
た
減
価

な
ど
を
考
慮
し
、
家
屋

の
評
価
額
を
求
め
ま

す
。
家
屋
を
新
増
築
し

た
場
合
は
、
家
屋
内
外

部
の
仕
上
げ
・
設
備
・

間
取
り
な
ど
の
調
査
の

た
め
に
職
員
が
伺
い
ま

す
。
未
調
査
家
屋
が

あ
っ
た
場
合
、
あ
わ
せ

て
調
査
し
ま
す
。

※�

詳
し
く
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を

確
認
く
だ
さ
い
。

　
評
価
対
象
と
な
る
土
地

は
田
、畑
、宅
地
、鉱
泉
地
、

池
沼
、
山
林
、
牧
場
、
原

野
、
雑
種
地
で
す
。
こ
れ

ら
の
土
地
の
評
価
は
、
国

が
示
す
「
固
定
資
産
評
価

基
準
」
に
基
づ
き
、
地
目

別
の
評
価
方
法
で
評
価
し

ま
す
。
固
定
資
産
税
の
評
価
上
の
地
目
は
、
土
地
登

記
簿
上
の
地
目
に
関
わ
り
な
く
、
そ
の
年
の
１
月
１

日
の
現
況
の
地
目
に
よ
り
ま
す
。

　
償
却
資
産
と
は
、
会
社
や
個
人
で
、
建
設
業
や
飲

食
業
、農
業
な
ど
を
経
営
し
た
り
、駐
車
場
や
ア
パ
ー

ト
を
貸
し
付
け
た
り
す
る
な
ど
の
事
業
を
行
っ
て
い

る
人
が
、
そ
の
事
業
の
た
め
に
使
用
す
る
こ
と
が
で

き
る
機
械
や
器
具
、
備
品
な
ど
の
こ
と
で
す
。
毎
年

１
月
末
日
ま
で
に
事
業
者
自
ら
が
市
に
申
告
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

【
償
却
資
産
の
例
】

 

・�

構
築
物
（
店
舗
内
装
、
舗
装
路
面
、
ビ
ニ
ー
ル
ハ

ウ
ス
、
畦け

い
畔は

ん
、
暗あ

ん
渠き

ょ
排
水
な
ど
）

 

・�

機
械
や
装
置
（
各
種
加
工
製
造
用
機
械
、
太
陽
光

発
電
設
備
、
農
業
用
機
械
な
ど
）

 

・�

船
舶
、
車
両
や
運
搬
具
（
自
動
車
税
や
軽
自
動
車

税
が
課
税
さ
れ
る
も
の
は
除
く
）

 

・
工
具
、
器
具
、
備
品
な
ど

　
本
市
の
固
定
資
産
税
の
税
額
は
「
課
税
標
準
額
×

税
率
（
１・６
％
）」
で
す
。
課
税
標
準
額
は
、
固
定

資
産
の
価
格
（
評
価
額
）
と
本
来
同
じ
で
あ
る
と
さ

れ
て
い
ま
す
。
課
税
標
準
の
特
例
措
置
や
負
担
調
整

措
置
の
適
用
が
あ
る
と
き
は
、
異
な
る
場
合
が
あ
り

ま
す
。

　
土
地
と
家
屋
は
田
・
畑
を
宅
地
や
駐
車
場
に
し
た

り
、
家
屋
を
増
改
築
し
た
り
す
る
な
ど
使
用
状
況
に

変
更
が
あ
っ
た
場
合
を
除
き
、
通
常
３
年
ご
と
に
評

価
替
え
を
行
っ
て
い
ま
す
。
本
年
度
は
評
価
替
え
の

年
で
す
。

固定資産税の固定資産税の
第１期の納期限は第１期の納期限は
５月31日まで５月31日まで

固
定
資
産
税
と
は

土
地
の
評
価
方
法

償
却
資
産
の
申
告

家
屋
の
評
価
方
法

税
額
の
計
算
方
法


